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2018年 3月期 決算説明会Q＆Aサマリ 

                                         2018 年 5 月 10 日時点 

【FY17 実績および FY18業績予想について】 

Q FY17 予想と実績の差異について確認したい。 

A 2 月に発表した業績予想時に対してほぼ想定通りの着地になったと認識している。売上高の差異は 2 月の業績予想に織り

込まなかった上振れの期待が実現したものである。 

 

Q KBC グループの業績について確認したい。 

A FY17 実績は下記の通り。なお、営業利益には貸倒引当金 21 億円を含む。 

 受注 売上 営業利益 

FY17 実績 90 億円 95 億円 ▲22 億円  

FY18 予想については、受注は 10%程度伸ばす計画だが、売上は受注残が減少していることもあり、横ばいの見通しである。

営業利益は貸倒引当金等の特殊要因を除けば前年比で改善できる見込みである。 

 

Q 為替感応度について確認したい。 

A FY17 は円ドルではそれほど変動しなかったが、ユーロ等のその他通貨が大きく振れたため、従来の為替感応度のトレンド

（年間 5 億円～6 億円）からは外れた形となった。FY18 は従来の水準から大きく外れる前提には立っていない。 

 

Q 事業環境の変化について確認したい。 

A FY17では得意としている業種がスローダウンしており、特にCAPEXビジネスについては回復に遅れがみられた。石油やガスを

中心としたお客様の多くは事業構造の変革に意欲的であり、今後の受注へつながることを期待しているものの、TF2020 で

はその期待に依存した計画とはしていない。 なお、競争環境が特に厳しくなっている印象は持っていない。 

 

Q 国内、海外別の業績について確認したい。 

A FY17 は国内の制御において１Q に発生した採算の悪いジョブ等により ROS は苦戦をしたが、FY18 は回復してくるとみて

いる。一方海外の制御においては、円高や戦略投資費用の増加等の影響が想定されるものの、ROS10％以上を目指し

てオペレーションしていく。 

 

Q フリーキャッシュフローの見通しについて確認したい。 

A 過去のトレンドから大きな変動の予定はない。TF2020で 700億円という戦略投資枠を設けているため、執行の状況により

フリーキャッシュフローの実額は変動するが、それを除いた水準は変わらないと想定しており、概ね当期純利益の水準を目安

として考えている。 

 

【新中期経営計画について】 

Q ライフイノベーション事業を設立した背景について確認したい。 

A 医薬品や食品産業で生物由来のものづくりが活発化している中で、お客様のバリューチェーン全体の生産性向上に寄与し

ていくことが目的である。当社は、従来からバリューチェーンの上流（研究）や下流（量産）について、お客様の課題を認

識しており、既存製品や開発中の技術を用いて価値を提供していく。 

 

Ｑ ライフイノベーション事業の開示セグメントについて確認したい。 

A ライフイノベーション事業の内、既存制御製品の実績は制御セグメント、既存計測製品の実績は計測セグメントにそれぞれ

含まれる。開示セグメントは現時点で変更しないが、資本市場との対話を深める目的から、ライフイノベーション事業の実績
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を決算毎に示していく。 

 

Q OPEX ビジネスの市場成長率について確認したい。 

A OPEX ビジネスのみを対象とした市場レポートは存在しないため、正確な数字は示せないが、TF2020 で目標としている成

長率は制御市場の成長率よりは高く設定している。 

 

Q OPEX ビジネス、化学・再生可能エネルギー業種の受注規模について確認したい。 

A TF2020 の新たな事業構造に対応するため、現時点で正確な数値は示せないが、今後の決算において実績を示していく

予定。概算では、化学業種は制御全体の約 15％、再生可能エネルギーを含めた電力業種は制御全体の約 5%である。 

 

Q 戦略投資費用の使途および今後 3 年間での配分について確認したい。 

A TF2020 で掲げた基本戦略それぞれについて、人財やノウハウの獲得・育成、情報システムの強化等を目的として投資を執

行していく。金額は、FY18 で計画している水準と同程度を毎年執行していく予定だが、効果を見極めながら検討していく。

また、合わせて経営効率の向上を実現していく。 

 

Q 配当方針について、株主資本配当率（DOE）の具体的な水準について確認したい。 

A 具体的な水準は示せないが、ROE10%以上、配当性向 30%以上を目標とする中で、一時的要因での業績悪化時に

DOE を考慮して安定的な配当の維持に努める。 

 

Ｑ 経営指標について、売上高や営業利益の絶対額を提示しなかった背景を確認したい。 

A 損益は外部環境の変化に影響を受けるため、3 年後の絶対額は示さず、3 年間で何を実行し、どこを目指すのかといった本

質的な議論を資本市場との対話の中で実施していきたいと考えている。 

 

(注) 本資料で提供する情報のうち業績見通し及び事業計画等に関するものは、当社が現時点で入手可能な情報と、合理的であると判断する一定の前提

に基づいています。従って、実際の業績は、様々な要因により、これらの見通しとは大きく異なる結果となりうることをご承知おきください。なお、内容につきまして

は、理解し易いように部分的に加筆・修正しています。 
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